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要約 

気候変動の緩和策実行はグローバル公共財の供給と考える事ができ、フリーライダー問題

という障壁がある．現在、パリ協定を超える新しい制度づくりの研究が進んでいる．条件付

きコミットメントを用いた研究は，その中の一つである．本研究では，特殊な国債を使った

条件付きコミットメントの実験を行う．実験の結果，制度なしの環境では平均貢献率は 10%

未満であったが，制度を導入すると 90%を超えるようになり，条件付きコミットメントを

行った人の割合は 95%を超えた．制度がない場合に比べ，有意に貢献率が上昇し，制度がこ

の実験環境では有効であることが分かった． 
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1. イントロダクション 

1.1. 背景 

気温上昇による人的，経済的損失が拡大している．気候変動の緩和策の実行はグロー

バル公共財の供給に相当し、フリーライダー問題が障壁となる．パリ協定の下，気候変

動対策が進められているが，パリ協定だけでは不十分だとする実験研究もある(e.g. 

Barrett and Dannenberg 2016)．また，各国がパリ協定に基づき出した貢献目標（NDC）が

全て実行されても 1.5℃目標はおろか 2℃目標達成にも十分ではなく(e.g. Fu et al. 2022)，

NDC には拘束力がないため実現する保証はない．そこで，パリ協定を超える制度の研

究が行われてきた． 

気候変動対策のフリーライダー問題の解決をめざす実験研究だけとりあげても，Cherry 

and McEvoy(2017)の預入金方式や，Barrett and Dannenberg (2022) の気候クラブの研究など

多数ある．その中でも研究が進んでいる方式の一つが条件付きコミットメント（条件付

き貢献）を用いた研究である（Schmidt and Ockenfels 2021, Oechssler et al. 2022, Gürdal et al. 

2024 )．条件付きコミットメントには，いくつかの種類があるが，基本的に「他の皆が貢献

するならば自分も貢献するというコミットメント」によりフリーライダー問題の解決を図

る．このコミットメントをする人が少なければ貢献をする必要がなく，コミットメントによ

るデメリットは発生しない．このコミットメントをする人が多ければ貢献する事で高い利

得を得ることができるためコミットメントのメリットがある． 

 

1.2. 研究目的 

 Shichijo and Mitani (2025)は，Climate-committed bond（以下，CC 国債）という特殊な国債

の発行を用いて条件付きコミットメントを実現し，気候変動のフリーライダー問題の解決

をめざす理論研究である．本研究は，Shichijo and Mitani (2025)の制度を単純化したモデルを

用いて，実験室実験により CC 国債を用いた制度の効果を確認する． 

本研究は，既存の条件付きコミットメントの実験研究と，以下の 3 つの点で異なる．第一

に，既存の条件付きコミットメントの研究では，コミットメントをするか否かの選択と，貢

献量の選択が同じ期に行われていたのに対し，本研究では，コミットメントの選択をした 1

期間後に貢献が行われる点である．第二に，終了時点がランダムに決まる無期限繰り返しゲ

ームの実験である点である．従来の条件付きコミットメントの実験は，終了時点が決まった

有限期間の実験であった．無期限繰り返しゲームでは，制度なしの状況でも協力が維持でき

る均衡が存在する一方で，パラメータによって制度がある状況下でも制度が目指す全貢献

がおこらない均衡が存在する．第三に，割引因子を変えて，割引因子が実験に与える影響を

検証する点である． 
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2. 理論 

実験のパラメータを用いて理論の説明を行う．4 人で一つのグループを構成する．各期の

初めに 6 トークンが与えられ，各プレイヤーはその中から何トークン公共財供給へ使用す

るか決定する．ここで，プレイヤー 𝑖𝑖  が公共財供給へ使うトークン数 𝑥𝑥𝑖𝑖  をそのプレイヤ

ーの貢献と呼ぶ．各プレイヤーは，次の効用を得る． 

𝑢𝑢𝑖𝑖(𝑥𝑥) = 10𝑥𝑥𝑖𝑖 + 3�𝑥𝑥𝑗𝑗
𝑗𝑗

 

10 > 3 かつ 10 < 3×4 であるため社会的ジレンマの条件を満たし，全員が最大の貢献 6

を行った時，全員の効用は 72 であり，最小の貢献 0 の時は 60 である．また，trigger 戦略

を考えて，特別な制度が追加されていない繰り返し公共財供給ゲームにおいて，全員が最大

の貢献をする状況が均衡となるための条件は，𝛿𝛿 ≥ 7/9 である． 

 Shichijo and Mitani (2025) に従い次の制度を考える．各プレイヤーは，今期の貢献を選択

すると同時に，次の期に最大の貢献 6 を約束する付帯条項を付与した CC 国債を発行するか

否かを選択する．このように約束を付加するサステナビリティ・リンク・ボンドは既に発行

されているが，本制度の特徴は，この約束が有効となるのは，4 人全員が同じ約束をする CC

国債を発行した場合のみとする事である．これにより CC 国債が条件付き貢献を実現するコ

ミットメント装置となる．約束が守れなかった場合は，割増償還金の支払いが必要となり，

その償還金も支払わない場合は，デフォルトとなるが，本研究では，単純化のために常に約

束が守られると仮定する．これは，他の条件付きコミットメントの実験研究と同じ仮定であ

る． 

 この制度の下では，任意の割引因子に対して，全員が毎期この CC 国債を発行し，2 期目

から最大の貢献をすることが均衡となる．一方で，誰も CC 国債を発行せずに，最大貢献未

満の ℓ > 0 だけ貢献する均衡も存在する．これを示すために，次の戦略を考える． 

 ゲーム開始時は，Good 状態とする． 

 Good 状態の時，CC 国債発行によるコミットメントは行わず常にℓ だけ貢献． 

 Bad 状態の時，CC 国債発行によるコミットメントは行わず 0 貢献． 

 上記ルールに逸脱があった場合は，Bad 状態の 1 期目となり，Bad 状態の K 期間の次

の期に Good 状態に戻る． 

Good 状態 1 期間の利得は𝜋𝜋𝐺𝐺 = 10(6 − ℓ) + 3 × 4 ℓ = 60 + 2 ℓ．Bad 状態における 1 期間の

利得は，𝜋𝜋𝐵𝐵 = 60である．Good 状態から始まる続き平均利得は，𝑉𝑉𝐺𝐺 = 𝜋𝜋𝐺𝐺 = 60 + 2 ℓ．Bad 状

態の 1 期目から始まる続き平均利得は，𝑉𝑉𝐵𝐵 = (1 − 𝛿𝛿𝐾𝐾)𝜋𝜋𝐵𝐵 + 𝛿𝛿𝐾𝐾𝑉𝑉𝐺𝐺 = 60 + 2𝛿𝛿𝐾𝐾ℓ．Good 状態

で逸脱しないための条件は，最も得する逸脱である 0 貢献の時に得る 1 期間の利得 𝜋𝜋𝐺𝐺′ =



8 
 

60 + 9ℓを用いて，𝑉𝑉𝐺𝐺 ≥ (1 − 𝛿𝛿)𝜋𝜋𝐺𝐺′ + 𝛿𝛿𝑉𝑉𝐵𝐵 ⇔ 𝛿𝛿 ≥ 7
9

+ 2
9
𝛿𝛿𝐾𝐾+1．一方，Bad 状態では利得をあげ

る逸脱が存在せず Bad 状態の期間が延びるだけであるため逸脱するインセンティブが存在

しない．以上から，𝛿𝛿 > 7/9  の時，𝐾𝐾を適当において全員が ℓ  だけ貢献する均衡が存在す

ることになる． 

 

3. 実験設計 

3.1. 被験者とトリートメント 

大阪大学の社会経済研究所の学生および院生を被験者とし 24 人以下の 4 の倍数の被験者

で実験を行った．割引因子が 0.5 のセッション

と 0.8 のセッションの２つのトリートメントで

実験を行った．各トリートメントの被験者数は

表 1 のとおりである． 

被験者募集は，ORSEE (Greiner 2015)で行わ

れ，実験プログラムは oTree (Chen et al. 2016)を用いて書かれたプログラムを使用した． 

 割引因子が 0.8 のとき，𝛿𝛿 > 7/9を満たすため，制度を利用せずに協力する均衡がある一

方で，制度導入時に誰も CC 国債発行をしない均衡が存在する． 

 

3.2. タスク 

各プレイヤーは，制度なしに対応するタスク 1 を行った後，CC 国債がある場合に対応す

るタスク 2 を行う．4 人１グループに分かれて意思決定を行い，割引因子に応じた確率で，

そのグループと行う繰り返しゲームの終了時点が決まる．終了した後，あらたにランダムに

選ばれた 4 人で 1 つのグループを構成する．本研究が検証する制度は，理論的には、2 期目

以降に貢献量をあげる効果があり，割引因子が小さくても 2 期目以降のデータを入手でき

るよう 3 期間を 1 ブロックとするブロックランダムターミネーションを用いた． 

 なお，実験では，国債などの用語は用いず中立的用語を用いた． 

 

4. 実験結果 

表 1 被験者数 

割引因子 セッション数 被験者数 

0.5 3 64 

0.8 3 68 
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最大貢献を 1 として平均貢献率を計算す

る．ラウンド 2 以降に効果があるため，各

サイクルのラウンド 2 以降の平均貢献率を

図示したものが図 1 である．制度があるタ

スク 2 において平均貢献率が上昇してい

る．一方で，割引因子による差は，ほとん

どなかった． 

1 グループ 1 サイクルを１データとして考

えた時，δ=0.8 でもδ=0.5 でも， task1 と task2 に有意差があった（両側検定: p<0.001）． 

4 人全員が CC 国債を発行しグループとしてコミットメントが成立した割合（コミットメ

ント成立率）が図 2 である．図 3 が CC 国債発行を選択した人の割合である．割引因子によ

る違いはみられず，どちらも非常に高い割合である． 

    

  

時系列的変化が以下の図である．折れ線は，CC 国債発行率であり，棒グラフはコミット

メントの成立率である．左図がδ=0.8 で，右がδ=0.5 である．いずれも，最初の期から高い

割合となっていることが分かる． 

 

 

 

 

図 1 各トリートメントの平均貢献率 

図 2 コミットメント成立率 図 3  CC 国債発行率 

δ=0.8                              δ=0.5 

図 4 コミットメント成立率と CC 国債発行率の推移 
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5. 考察 

 実験の結果，この実験環境においては，制度がある場合，制度がない場合にくらべ貢献

率が上昇し，この効果は，割引因子によらない事が分かった． 

 今後の研究として，金融市場をモデルに取り入れ，プレイヤー間に異質性がある状況も

考慮した実験の分析が望まれる． 
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